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Σ．はじめに
1．本稿の目的
本研究の目的は、鉄道利用客数やその変化か
ら首都圏の都市構造の変化を読み取ることであ
る。
1990年代以降、日本各地では人口の減少が
顕著にみられる。一方、東京を中心とする首都
圏では人口が増加し続けており、東京への一極
集中が進んでいる。首都圏における東京・神奈
川・千葉・埼玉の 1都 3県の人口は、1995年に
3,257万人、2005年には3,447万人と10年間で
約200万人増加している。そのうち東京都だけ
で80万人増加しており、こうした現象は「都心
回帰」とも呼ばれている。
その首都圏では鉄道交通網が整備されてお
り、通勤・通学や買い物などを目的とした人々
の輸送に鉄道の果たす役割は大きい。また、鉄
道利用客数やその変化は沿線地域の人口とその
変化とも大きく関係している。したがって、鉄
道利用客数やその変化をみることによって、
「都心回帰」の進む中で，首都圏の都市構造が
どのように変化しているのかを読み取ることが
出来ると考えられる。
そこで本稿では、人口の集積が進む首都圏を
対象に、鉄道利用客数のデータを用いて，その
特徴と変化とを把握し，そこから1990年代以
降における首都圏の都市構造の変化を読み取る
こととする。
2 ．従来の研究
首都圏を対象に、鉄道利用客数を用いて沿線
地域の変化や特徴を読み取る研究として、青木
（1964）と赤地（1995）が挙げられる。青木（1964）
は、近代における東京周辺の鉄道交通網の形成
段階と住宅化の進展状況とを対比させ、鉄道交
通網が住宅化の進展にどのように適応してきた
かを明らかにしている。東京における住宅化の
進展状況につて挙げている箇所では、明治時末
期まで下町が中心であった東京の市街地が、大
正中期以降山手線の外側（特に西南部）に市街
地が拡大し始め、後に東海道本線、中央本線、
東北本線沿線に市街地が大きく拡大したことを
記している。この中では、明治末期から大正後
期に至って山手線の内側から外側へ住宅化が進
展したことを、山手線各駅（品川～板橋間）の
乗車人員数を用いて推測している。
一方、赤地（1995）は『都市交通年報』を使
用し、首都交通圏における1960年以降の人口
増加と鉄道駅の乗降客数の増加傾向を図化して
いる。以下に赤地（1995）の指摘する人口増加
と乗降客数の増加傾向の特徴を年代ごとに挙げ
ておく。①1960年代は人口増加地域の分布が
特に東京南郊（神奈川県）で最も顕著であり、
圏内各駅の乗降客も大きく増加する。②1970
年代は既成市街地で人口が減少し、乗降客減少
駅も増加する、③1980年代は圏域全体で人口
増加が沈静化し乗降客増加率の縮小した駅が多
いものの、1980年代後半には人口が減少傾向
となった市街地も再び増加に転じ、乗降客減少
駅も大幅に減少する。
以上の両研究とも鉄道利用客数の変化から、
鉄道沿線の変化や特徴が明らかになっている。
ただし、青木（1964）、赤地（1995）では扱わ
れている鉄道利用客数が駅の乗降客数に限られ
ていることもあり、首都圏の都市構造やその変
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化については触れられていない。
前述のように鉄道利用客数とその変化をみて
いくことは、首都圏の構造を読み取る上での有
効な手段であると考えられ，本研究ではそれに
取り組んでいく。
3 ．調査方法
本研究では、主たるデータソースとして『都
市交通年報』（1995年版～2008年版）を使用す
る。『都市交通年報』1995年版のデータは1993
年のものであり、したがって、データ自体は
1993年～2006年のものである。対象とする年
代を1995年版以降としたのは、1990年とその
付近の『都市交通年報』には JR路線について
の詳細な利用客数が掲載されておらず、近年の
変化を連続して捉えられる1995年版以降の資
料を用いるためである。
また、首都圏の人口や郊外都市の実態を把握
するための資料として、『国勢調査』（1995、
2005年版）、東京都総務局統計部が発行する統
計資料（『東京の昼間人口』（1995、2005年版）、
『東京都区市町村町丁別報告』（1995、2005年
版）、『商業統計調査町丁目別集計』（1997、
2003、2007年版））と『大型小売店総覧2010』
を使用した。
Τ．首都圏の市区町村別人口と人口増加率
鉄道利用客数は沿線地域の人口に大きく左右
されると考えられる。そこで、ここでは市区町
村別の人口を用いて首都圏の人口の特徴をみ
る。対象とする範囲は『都市交通年報』の「首
都交通圏」に合わせて、東京駅を中心にした半
径50km圏とした。
1 ．市区町村別人口
まず、東京駅を中心にした半径50km圏の2005
年における市区町村別人口をみる（図 1）。
図 1　東京中心50㎞圏における市区町村別人口（2005年）
資料：国勢調査
※鉄道路線は主要路線のみ
※人口は2007年 4月 1日時点の市区町村境域に基づいて組み替えた人口を示す
○
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東京駅を中心にした半径50km圏の人口（行
政区域の大半が東京駅を中心にした半径50km
圏に含まれている146の市区町村）は3,162万
人である。各市区町村の人口をみると都心部で
多く、都心から離れた50km縁辺の市町村では
人口が少ない。
そこで、都心部から郊外に向けての人口の変
化を、東京駅を中心にした20km、35km、
50kmの距離帯に分けてみていく。東京都区部
や神奈川県川崎市を含む20km圏（全39の市区）
の人口は1,276万人で、50km圏全体の人口の
40.4％にあたる。神奈川県横浜市や埼玉県さい
たま市、千葉県千葉市を含む20～35km圏（全
39の市町）の人口は1,167万人で、50km圏全
体の36.9％である。町村が比較的多い35～
50km圏（全68の市町村）の人口は720万人で、
50km圏全体の22.8％である。このように各距
離帯の人口は都心部が最も多く、都心部から離
れるに従い少なくなる。
さらに、距離圏帯ごとに市区町村別の平均人
口をみると20km圏・20～35km圏と35～50km
圏とでは大きな違いがみられる。20km圏の平
均人口は33万人、20～35km圏では30万人であ
る。ただし、35～50km圏になると平均人口が
11万人と、20km・35km圏帯に比べて極端に人
口が少なくなる。
このように、首都圏の人口は東京駅を中心に
したおよそ半径35kmより内側の地域に集積し
ている。
2 ．市区町村別人口増加率
続いて、東京駅を中心にした半径50km圏の
人口変化を1995～2005年にかけての増加率で
みる（図 2）。行政区域の大半が東京駅を中心
図 2　東京中心50㎞圏における市区町村別人口増加率（1995～2005年）
資料：国勢調査
※鉄道路線は主要路線のみ
※人口増加率は2007年4月1日時点の市区町村境域に基づいて組み替えた人口の増加率を示す
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にした半径50km圏に含まれている市区町村の
1995年における人口は2,968万人である。2005
年には3,162万人であり、10年で6.6％増加して
いる。
前節同様20km圏・20～35km圏・35～50km
圏に分けて、1995～2005年の人口増加率をみ
る。20km圏では、1995年の1,193万人から2005
年に1,276万人と6.9％増加している。20～
35km圏では、1,085万人から1,167万人の7.6％
増加、35～50km圏でも1995年の690万人から
2005年には720万人と4.3％増加している。た
だし、35～50km圏の人口は20km圏・20～35km
圏帯と比較すると増加する割合が小さい。ま
た、茨城県から埼玉県にかけては1995～2005
年で人口の減少している市町村が目立つ。
このように東京駅を中心にした50km圏の人
口の変化をみると、1995～2005年にかけて都
心部で人口の集積が進んだ。
以上が現在の人口分布の側面からみた首都圏
の特徴である。
Υ．首都圏主要路線における通過人員
ここからは、鉄道利用客数を用いて首都圏の
都市構造変化の特徴をみていく。対象とする範
囲は『都市交通年報』の「首都交通圏」に準じ
て、東京駅を中心にした半径50km圏である。
この東京駅を中心にした半径50km圏内の鉄道
路線を対象としてその利用客数をみていく。な
お『都市交通年報』では、特に交通不便な地域
及びその大半が50km圏外にある行政区域は
「首都交通圏」から除外している。
鉄道利用客数の統計のなかには路線ごとの輸
送人員数や、駅の乗降人員数・乗換え人員数、
通過人員数（2駅間を通過する乗客数）がある。
そのなかでも通過人員数の分析では、首都圏の
構造を読み取る上で特徴的な傾向がみられた。
ここでは、通過人員数に注目する。
1 ．区間ごとの通過人員規模
まず、首都圏の都心部から放射状に伸びる
JRと私鉄の通過人員数を規模別に示した図 3
から、1993年と2005年の首都圏における通過
人員数を比較する。
1993年と2005年の通過人員数の規模は都心
を中心に同心円状になっており、都心から離れ
ていくほど人員数の規模も小さくなっている。
都心部から東側（千葉県側）に伸びる路線で
は、通過人員数の少ない年間5,000万人未満の
区間が目立つ。このような特徴は前出の市区町
村別人口にも現れており、沿線の人口が通過人
員数にも影響していると考えられる。
1993年の通過人員規模をみると、JR・私鉄と
も都心部で通過人員数の規模が極めて大きくな
る。特に、JR路線の通過人員規模は私鉄の通
過人員規模に比べて大きく、東海道本線では横
浜より東京寄りの区間、中央本線では新宿より
東京寄りの区間、東北本線では大宮より東京寄
りの区間、総武本線では新小岩より東京寄りの
区間で通過人員数が年間 2億人以上にもなる。
ただし、2005年になると通過人員規模が全
体的に都心方向に縮小している。特に通過人員
数の縮小が目立ったのは、通過人員数が年間
5,000万～1億人未満の区間である。東海道本線
では1993年に平塚まで伸びていたものが茅ヶ
崎まで後退し、高崎線では吹上から桶川まで、
京成本線では八千代台から京成大久保まで「後
退」している。このように、1993～2005年に
かけて通過人規模は全体的に都心方向に縮小傾
向にある。特徴としては、都心部に比べ郊外に
おける区間で通過人員規模の縮小する区間が長
い。これに関して、特に都心部の北側（埼玉県
側）に伸びる路線においては、前出の市区町村
別人口増加率でも示したように、沿線人口が減
少していることが通過人員数にも影響している
と考えられる。
首都圏におけるほとんどの路線で通過人員規
模が縮小している一方、都心部から西に伸びる
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図 3　首都圏 JR・私鉄主要路線における通過人員規模（1993・2005年）
資料：都市交通年報
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中央本線では通過人員規模が郊外側に拡大して
いる。通過人員数が年間2億人以上の区間をみ
ると、1993年の荻窪から2005年には西荻窪ま
で拡大し、年間 1億5,000万～2億人未満も
1993年の武蔵境から2005年には東小金井まで
拡大している。さらに、年間5,000万人～1億
人未満の区間については、2005年に立川から
青梅線の西立川に拡大している。
ここまでみたように、①通過人員規模が都心
部を中心に同心円状に変化すること、②1993
年と2005年の通過人員規模の比較から、通過
人員規模は都心部に比べ郊外における変化が大
きいこと、という 2点からは、通過人員数は都
心からの距離に大きく関係していると考えられ
る。そこで続いては、通過人員数の距離による
変化をみていく。対象路線は沿線の都市化時期
が早く、通過人員数の規模が大きい JR路線と
する。
2 ．通過人員数の距離変化
ここでは、都心部から放射状に伸びる JR主
要路線のうち東京駅を起点とする東海道本線、
中央本線、東北本線、総武本線に、茨城県側へ
伸びる路線として常磐線を加えて通過人員数の
距離変化をみていく。各路線の距離（km）は
東京駅を起点とした営業キロで、2駅間の通過
人員数は郊外側の駅のキロ数に合わせて示して
いる。例えば、東海道本線の東京～有楽町間の
通過人員数は有楽町駅（0.8km）にその人員数
を示している。なお、東京駅から15km付近ま
でがおよそ都区部にあたる区間である。
1 ）2005年における通過人員数の距離変化
まず、2005年における通過人員数の距離変
化をみる（図 4）。通過人員数は郊外側から都
心部に向けて多くなっており、都区部で最も通
過人員数が多くなる。所々通過人員数が大きく
変化しているのは当該駅に他の路線が接続して
おり、乗換え・乗継ぎによる乗客の移動が生じ
ているためである。例えば、中央本線の御茶ノ
水（2.6km）を境にみられる通過人員数の大き
な変化は、御茶ノ水において総武線と接続して
いることが要因である。
最も通過人員数が多くなる区間をみると、東
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図 4　JR 主要路線通過人員数の距離変化（2005年）
資料：都市交通年報、『小型全国時刻表』交通新聞社2009年 8月版
※距離数は東京駅からの営業キロ
※東海道本線は東京～平塚間、中央本線は東京～高尾間、東北本線は東京～栗橋間
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海道本線では東京～有楽町（0.8km）で通過人
員数が年間 4億490万人、東北本線では上野～
鶯谷（4.7km）で年間3億3,740万人、中央本線
では千駄ヶ谷～代々木（9.6km）で年間 2億7,108
万人、総武本線では錦糸町～亀戸（6.3km）で
年間 2億2,532億人、常磐線では綾瀬～亀有
（15.7km）で年間 1億6,445万人である。路線ご
とに通過人員数の規模は異なるにせよ、都区部
で最も通過人員数が多くなることに変わりはな
い。
都心部から郊外に向けて通過人員数をみる
と、徐々に通過人員数が少なくなる。30km付
近の各路線の通過人員数をみると、東海道本線
の東神奈川～横浜（28.8km）で2億7,071万人、
東北本線のさいたま新都心～大宮（30.3km）
で 1億9,054万人、中央本線の武蔵小金井～国
分寺（31.4km）で 1億4,200万人、総武本線の
津田沼～幕張本郷（29.6km）で 1億1,041万
人、常磐線の北小金～南柏（30.3km）で 1億
2,092万人である。通過人員数の最も多かった
都心部と比べると、通過人員数が各路線とも 3
～5割少なくなる。
さらに郊外の60km付近をみると、東海道本
線の辻堂～茅ヶ崎（58.6km）で6,733万人、東
北本線の東鷺宮～栗橋（57.2km）で2,662万人、
中央本線の西八王子～高尾（53.1km）で2,904
万人、総武本線の佐倉～南酒々井（59.3km）
で707万人、常磐線の佐貫～牛久（56.4km）で
2,960万人である。各路線とも30km付近の通過
人員数に比べて、さらに 7～9割の人数が減っ
ている。通過人員数は全体的にみると都心部か
ら郊外に向けてなだらかに変化しているが、都
心から離れていくほど通過人員数が少なくなっ
ている。
ところで、各路線とも東京駅から30～40km
で通過人員数が大きく減っており、とりわけ東
海道本線と東北本線の変化が大きい。東海道本
線では東神奈川～横浜（28.8km）において通
過人員数が 2億7,071万人であったものが、横
浜～保土ヶ谷（31.8km）では 1億6,165万人と
横浜を境に 4割少なくなっている。東北本線で
はさいたま新都心～大宮（30.3km）において
通過人員数が 1億9,054万人であったものが、
大宮～土呂（33.3km）では7,178万人と大宮を
境に 6割少なくなっている。
このように、首都圏を放射状に伸びる JR主
要路線の通過人員数は、30～40kmを境に大幅
に少なくなることが分かる。こうした違いがみ
られる理由を探るべく、通過人員数を定期と定
期外に分け、通過人員数の距離変化に違いが現
れるのかを次にみてみる。
2 ）定期・定期外別通過人員数の距離変化
図 5は2005年における定期と定期外通過人
員数の距離変化を示したものである。定期と定
期外通過人員数はどちらも都心部で最も多くな
り、郊外に離れるに従って徐々に少なくなる。
定期と定期外通過人員数の割合をみると、全体
的に定期通過人員数の割合が大きい。ただ、都
心から離れるに従って定期通過人員数の割合は
少なくなっている。
そこで、前出の定期と定期外を合わせた通過
人員数の距離変化で、最も通過人員数が多くな
る都心部の区間と郊外側60km付近の通過人員
数から、定期通過人員数の割合をみる。まず、
最も通過人員数が多くなる区間の定期通過人員
数の割合である。東海道本線の東京～有楽町
（0.8km）で50.6％、東北本線の上野～鶯谷
（4.7km）で49.5％、中央本線の千駄ヶ谷～代々
木（9.6km）で41.2％、総武本線の錦糸町～亀
戸（6.3km）で57.5％、常磐線の綾瀬～亀有
（15.7km）で65.0％である。
次に、郊外側60km付近の定期通過人員数の
割合である。東海道本線の辻堂～茅ヶ崎
（58.6km）で48.9％、東北本線の東鷺宮～栗橋
（57.2km）で42.3％、中央本線の西八王子～高
尾（53.1km）で39.9％、総武本線の佐倉～南
酒々井（59.3km）で59.5％、常磐線の佐貫～牛
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久（56.4km）で40.8％である。
このように、都心部では定期通過人員の割合
が多く、反対に郊外では定期外通過人員の割合
が多くなる。東京駅から30～40kmの地点では
定期・定期外通過人員数とも通過人員数が大幅
に変化しているものの、こうした変化は定期通
過人員が30～40km以遠で大きく減っているか
らこそであることがうかがえる。
3 ．通過人員数の増加割合
次に、2005年の通過人員数を1993年と比較
し変化をみる。通過人員数の距離変化では都心
から離れるに従い通過人員数が少なくなり、東
京駅から30～40km地点では通過人員数に大き
な変化がみられたが、その経年変化はどのよう
なものであったのかをみるためである。なお、
増加割合は1993年を「100」とした指数で示
す。
1 ） 1993年を基準とする2005年の通過人員
数増加割合
1993年を基準とする2005年の通過人員数増
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図 5　JR 主要路線通過人員数の距離変化（2005年）
（上図：定期、下図：定期外）　　　　
資料：都市交通年報、『小型全国時刻表』交通新聞社2009年 8月版
※距離数は東京駅からの営業キロ
※東海道本線は東京～平塚間、中央本線は東京～高尾間、東北本線は東京～栗橋間
　常磐線は日暮里～牛久間、総武本線は東京～八街間
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加割合みると（図 6）、全体的に通過人員の減
少している区間が目立つものの、通過人員数の
増減の割合は区間によって異なる。都心部の区
間は特に大きな変化がみられないものの、
30km付近からは郊外に行くほど減少していく
割合が大きくなる。東海道本線では東京～横浜
（28.8km）までは通過人員数が1993～2005年の
間に5％前後増加していたが、横浜を境にして
減少に転じ、平塚（63.8km）まで減少する割
合が大きくなっている。東北本線は東京～大宮
（30.3km）まで10％前後の減少を示している
が、大宮を境にして栗橋（57.2km）にかけて
減少する割合が大きくなっている。さいたま新
都心～大宮では7.2％の減少であったのが、東
鷺宮～栗橋では37.4％減までになっている。
ただし、中央本線をみると通過人員の増加し
ている区間が都心部から西郊外の50km付近に
かけて伸びている。これは水道橋（3.4km）～
八王子（47.4km）の区間であり、5％前後増加
の増加を示している。ほとんどの路線で通過人
員数が1993～2005年で減少を示し、さらに増
加している路線も東京駅から30km付近までで
あるのに対して、中央本線は東京都の西郊外ま
で通過人員数が増加しており特徴的な傾向を示
している。
2 ）定期・定期外別通過人員数の増加割合
通過人員数を定期と定期外に分けて、通過人
員数の増加割合の変化がどちらの影響を強く受
けているのかみる（図 7）。定期と定期外通過
人員数を比べると、定期通過人員数は全体的に
減少傾向にある。それに対して定期外通過人員
数は都心部の区間で増加している路線がみられ
る。常磐線では日暮里（5.8km）～南柏（30.3km）
で 5％前後増加しており、東海道本線の東京～
横浜（28.8km）と、中央本線の御茶ノ水（2.6km）
～八王子（47.4km）では10％前後定期外通過
人員が増加している。
定期外通過人員は30～40kmを境に郊外に行
くほど通過人員数の減少する割合が大きくなっ
ており、都心部と郊外とで傾向が大きく異なっ
ている。ただし、中央本線については他の路線
に比べて通過人員数の増加している区間が長
く、特徴的な傾向を示している。
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図 6　JR 主要路線通過人員数の増加割合（1993～2005年）
資料：都市交通年報、『小型全国時刻表』交通新聞社2009年 8月版
※距離数は東京駅からの営業キロ
※東海道本線は東京～平塚間、中央本線は東京～高尾間、東北本線は東京～栗橋間、
　常磐線は日暮里～牛久間、総武本線は東京～八街間
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ここまで、鉄道路線における通過人員数の変
化をみると、都心から離れるに従って通過人員
数が少なくなり、郊外においては1993～2005年
にかけて通過人員数が大きく減少している。た
だし、都心部では通過人員数が増加している路
線がみられる。これらのことから、首都圏の都
市構造について考えると、首都圏全体の縮小が
起こっているというより、通勤圏に当る首都圏
の「縁」（ヘリ）が「後退」していると考えられる。
ただし、首都圏の西側へ伸びる中央本線では
通過人員数の減少が見られなかった。そこで、
中央本線に関して、郊外において通過人員数が
増加している要因を確認していく。使用する
データは駅の乗車人員数である。
Φ．首都圏主要駅における乗車人員
1．距離圏ごとの主要駅乗車人員数
ここでは、東京駅を中心に 3つの等距離帯を
設けて、東海道本線、中央本線、東北本線、常
磐線、総武本線の各距離帯に位置する主要駅乗
車人員についてみていく（図 8）。等距離帯は
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図 7　JR 主要路線通過人員数の増加割合（1993～2005年）
（上図：定期、下図：定期外） 　　　　　　
資料：都市交通年報、『小型全国時刻表』交通新聞社2009年 8月版
※距離数は東京駅からの営業キロ
※東海道本線は東京～平塚間、中央本線は東京～高尾間、東北本線は東京～栗橋間
　常磐線は日暮里～牛久間、総武本線は東京～八街間
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都区部のすぐ外側に当る20km帯、横浜や大宮
などの大規模ターミナル駅含む35km帯、『都
市交通年報』で用いられている「首都交通圏」
に当る50km帯の 3つである。
それでは、20km・35km・50kmに位置する
各駅の2005年の乗車人員数をみてみる（表 1）。
1993年を基準とした増加率をみてみると、多
くの駅では定期人員が減少している。定期人員
は定期外人員に比べて乗車人員に占める割合が
大きく、定期と定期外を合わせた乗車人員も全
体として減少傾向にある。
ただし、やはりここでも中央本線における吉
祥寺、立川、八王子の各駅はその他の駅と比較
しても乗車人員が大きく増加、あるいは減少し
ていてもその割合が小さい。特に、35km帯に
おける立川駅では定期が17.5％、定期外が
26.6％と、同じ距離圏に位置する横浜駅と比較
しても定期と定期外の両方の乗車人員が大きく
増加している。
2 ．立川駅における乗車人員
そこで次に中央本線をとりあげ、立川駅を含
めた各駅の乗車人員数をみてみる（図 9）。東
京駅から西荻窪駅にかけての都区部に当る各駅
では、1993～2005年にかけて乗車人員が減少
している駅が目立つものの、都区外に位置する
吉祥寺駅から先の高尾方面の各駅をみると、
1993～2005年にかけて乗車人員の増加してい
る駅が多くみられる。それらの駅の中でも、立
川駅の乗車人員が特に1998～2005年の間にお
いて大きく増加している。そこで、立川駅に
絞って乗車人員数を1993～2006年にかけての
推移でみてみる（図10）。なお、その際に立川
駅同様に鉄道交通の要所であり、かつ以前から
多摩地域の中心的役割を担ってきた八王子駅と
比較する。
八王子駅の乗車人員数は1993年を「100」と
して、2006年は「97」とほぼ横ばいであるの
に対し、立川駅では1993～1998年までほぼ横
図 8　東京駅を中心とした 20km・35km・50km 帯の主要駅
資料：筆者作成
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表 1　東京駅中心各距離圏主要駅の定期・定期外別乗車人員数（2005年） （単位：万人）
20??
吉祥寺 川　口 松　戸 船　橋 川　崎
???? 定　期 3,569 1,844 2,509 3,088 3,595
増加率 －2.6％ －3.3％ －14.9％ －4.3％ －10.0％
定期外 3,209 953 1,532 2,148 2,372
増加率 13.6％ 3.8％ 29.0％ 1.6％ 14.9％
35??
立　川 大　宮 柏 千　葉 横　浜
???? 定　期 2,959 5,548 3,672 2,204 10,465
増加率 17.5％ －3.6％ －3.3％ －7.7％ 6.5％
定期外 2,516 3,478 2,330 1,570 11,063
増加率 26.6％ －5.0％ 5.9％ 0.0％ 10.1％
50??
八王子 久　喜 牛　久 佐　倉 藤　沢
???? 定　期 1,688 922 500 301 2,352
増加率 －9.2％ －15.3％ －27.0％ －3.6％ －14.7％
定期外 1,260 515 153 107 2,207
増加率 5.5％ 15.5％ －9.3％ －8.3％ 2.5％
資料：都市交通年報
※増加率は1993年を基準とした数値
※乗車人員数は［20km圏］川崎駅：東海道本線・南武線、吉祥寺駅：中央本線・京王井の頭線、川口駅：東北本線、松戸駅：常
磐線・新京成電鉄、船橋駅：総武本線・東武野田線
［35km圏］横浜駅：東海道本線・根岸線・京浜急行本線・東急東横線・相模鉄道、立川駅：中央本線・青梅線・南武線、大宮
駅：東北本線・高崎線・埼京線・川越線・新幹線・東武野田線、柏駅：常磐線・東武野田線、千葉駅：総武本線・外房線
［50km圏］藤沢駅：東海道本線・小田急江ノ島線・江ノ島電鉄、八王子駅：中央本線・横浜線・八高線、久喜駅：東北本線・東
武伊勢崎線、牛久駅：常磐線、佐倉駅：総武本線・成田線
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図 9　中央本線各駅乗車人員数の変化
資料：都市交通年報
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ばいであった乗車人員数が1998年を境に急激
に増加し始め、2006年には「124」と大きく増
加している。それでは、なぜ立川駅の乗車人員
が急激に増加しているのかその要因をみていく
ことにする。
Χ．立川駅周辺地域の実態
1．多摩モノレールの開業
実は、立川駅において乗車人員が急激に増加
し始める1998年には多摩地区において多摩モ
ノレールが開業している。1998年の時点では
まだ部分的な開業であったが、立川駅周辺にも
モノレールの駅が設置され、立川駅北口には立
川北駅が開業、さらに2000年の全線開業時に
は立川駅南口に立川南駅が開業している。
ここで、立川北・立川南駅における乗車人員
数の推移をみてみる（図11）。2000年以降の
データではあるが2000年を「100」として2006
年には立川北駅が「129」、立川南駅が「145」
と両駅ともに乗車人員数が伸びている。
このことから、立川駅における乗車人員の急
激な増加は多摩モノレールの開業による影響が
強いといえる。ただし、立川駅周辺では街の発
展も著しいことから、これら街の実態について
もみてみることにする。
2 ．立川駅周辺 1km圏の人口と小売規模
ここでは、立川駅周辺の街の実態として人口
と小売規模についてみていく。対象とする範囲
は駅を中心にした半径 1km圏の地域であり、
町丁の区画が 1km圏に完全に含まれる町丁を
対象とする。
1 ）昼夜間人口と世帯数
まず、立川駅周辺 1km圏における昼夜間人
口と世帯数について、先程と同様に八王子駅と
比較しながらみていく（表 2）。ここで、特に
昼間人口に注目すると、立川駅周辺では1995
年の60,774人から2005年には71,430人と1万人
以上増加している。一方、八王子駅周辺におい
て1995～2005年にかけて増加した昼間人口
は、51,634人から52,465人と800人程であり、
このことからも立川駅周辺の昼間人口が大きく
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図10　立川・八王子駅乗車人員数の推移（1993～2006年）
資料：都市交通年報
※乗車人員数は立川駅：中央本線・青梅線・南武線、八王子駅：中央本線・八高線・横浜線
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増加していることが見て取れる。さらに、立川
駅周辺では夜間人口も1995年の18,455人から
2005年には22,030人と20％近く増加してい
る。この地域では常住人口に加えて、通勤や通
学で流入する人口が大きく増加していることが
読み取れる。
実際、立川駅周辺では多摩モノレールの整備
にあわせて、再開発や区画整理事業が行われて
おり、1995～2007年にかけては百貨店やスー
パーなどの大型小売店（店舗面積1,000m2超
（『大型小売店総覧 2010』）の開設が相次いだ。
2 ）小売規模
そこで、立川駅周辺 1km圏の小売規模をみ
てみる（表 3）。立川駅周辺では1997～2007年
にかけて従業者数、年間商品販売額、売場面積
が全体的に増加している。特に1997～2002年
にかけて従業者数が5,413人から6,714人、年間
商品販売額が167,213百万円から214,331百万円
とそれぞれ20％以上増加しており、さらに売
場面積は122,708m2から178,102m2と45.1％増
加している。なお、1997～2002年にかけての
時期は、立川駅周辺で開設された大規模小売店
表 2　立川・八王子駅周辺 1 km 圏における昼夜間人口と世帯数の変化 （単位：人）
JR立川駅周辺 1 km圏 JR八王子駅周辺 1 km圏
1995 2005 1995 2005増加数 増加率（％） 増加数 増加率（％）
昼間人口 60,774 71,430 10,656 17.5 昼間人口 51,634 52,465 831 1.6
面積（km2） 1.86 1.88 0 1.1 面積（km2） 1.86 1.86 0 0.0
人口密度 32,674 37,995 5,320 16.3 人口密度 27,760 28,207 447 1.6
夜間人口 18,455 22,030 3,575 19.4 夜間人口 19,165 22,524 3,359 17.5
世帯数（戸） 8,337 11,377 3,040 36.5 世帯数（戸） 8,794 11,304 2,510 28.5
持ち家世帯率 37.0％ 40.2％ 持ち家世帯率 40.8％ 34.0％
資料：『東京都の昼間人口』・『国勢調査東京都区市町村町丁別報告』東京都総務局統計部
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図11　立川北・立川南駅乗車人員数の推移（2000～2006年）
資料：都市交通年報
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の中でも特に規模の大きい、伊勢丹と駅ビルの
グランデュオが開設されている。
対する八王子駅周辺では、1997～2002年に
かけて従業者数が5,105人から5,520人と8.1％
の増加しているものの、それ以外の小売事業所
数、年間商品販売額、売場面積は1997～2007
年にかけて減少している。このように、立川駅
周辺地域は八王子駅周辺と比較してみても小売
規模が大きく拡大していることが読み取れる。
ここで、立川駅周辺でも特に整備の進んだ駅
北側地域の周辺図をみてみる（図12）。ルミネ
とグランデュオの 2つの駅ビルを始め、百貨店
やスーパー、専門店などが集積している。ま
た、「ファーレ立川」という地区にはホテルや
百貨店、映画館、図書館、オフィスビルなどが
集積しており、このことからは立川駅周辺地域
の発展している様子を見て取ることが出来る。
3 ．米軍立川基地跡地と国の整備計画
そもそも、立川駅の北口には戦前より陸軍基
地が置かれ、戦後は1977年まで米軍が進駐し
ていた。そのため、1977年に米軍立川基地が
日本へ返還された後には、広大な土地を活用し
た再開発が始まり国営昭和記念公園や、国の各
機関からなる「立川広域防災基地」が整備され
た。「ファーレ立川」も米軍立川基地の跡地の
一画を再開発したものであり、立川駅周辺地域
が大きく発展した要因は米軍立川基地が置かれ
ていたことによる影響が大きいといえる。
さらに、立川市は生活や諸活動の中心となる
地域の拠点・いわゆる業務核都市（国土庁、
1988：第 5次首都圏基本計画（国土庁大都市圏
整備局編、1999）では広域連携拠点としてい
る）に指定されており、業務核都市としての承
認が街の発展を後押ししたと考えられる。
以上のことから、立川駅の乗車人員が1998
年を境に大きく増加した要因は、多摩モノレー
ルの開業だけでなく、基地跡地の発生、それに
ともなう駅周辺の再開発などで昼夜間人口や商
業施設・業務施設が増加したためといえる。
表 3　立川・八王子駅周辺 1 km 圏における小売規模の変化
JR立川駅周辺 1 km圏
1997 2002 2007 増加率（％）（1997～2007年）増加率（％） 増加率（％）
小売事業所数 733 669 ▲ 8.7 691 3.3 ▲ 5.7
従業者数（人） 5,413 6,714 24.0 7,512 11.9 38.8
年間商品販売額
（百万円） 167,213 214,331 28.2 209,394 ▲ 2.3 25.2
売場面積（m2） 122,708 178,102 45.1 181,988 2.2 48.3
JR八王子駅周辺 1 km圏
1997 2002 2007 増加率（％）（1997～2007年）増加率（％） 増加率（％）
小売事業所数 707 679 ▲ 4.0 641 ▲ 5.6 ▲ 9.3
従業者数（人） 5,105 5,520 8.1 5,195 ▲ 5.9 1.8
年間商品販売額
（百万円） 153,609 119,335 ▲22.3 110,191 ▲ 7.7 ▲28.3
売場面積（m2） 119,952 118,628 ▲ 1.1 105,873 ▲10.8 ▲11.7
資料：『商業統計調査 町丁目別集計』東京都総務局統計部 （▲：減少）
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Ψ．まとめ
本研究では鉄道利用客数やその変化から、首
都圏の都市構造の変化を読み取ってきた．
首都圏では1995～2005年にかけて人口増加
がみられるが，それは都心部での人口増加・人
口集積として進んでいる。それに呼応するよう
に、首都圏における鉄道の通過人員からは、
1993～2005年にかけて首都圏の境界もしくは
「縁」にあたる部分が都心側に「後退」しつつ
あることが見て取れる。ただし、中央本線では
通過人員の減少はみられなかった。
中央本線の中では特に立川駅の乗車人員は
1998～2006年にかけて大きく増加しており、
立川駅周辺地域の発展がうかがえる。立川駅で
は多摩モノレール、基地跡地の発生、それにと
もなう駅周辺の再開発などがあり、立川駅周辺
地域の発展は首都圏の中でも、例外的なもので
あると考えられる。
以上の結果から、1993～2005年にかけて首
都圏の「縁」にあたる部分は全体的に都心側へ
移動しつつあり，首都圏全体が地理的には縮小
している様子がうかがえるといえよう。
とはいえ、本研究で対象とした路線はあくま
で都心部から放射状に伸びる路線であることか
ら、都市構造をより詳細に把握するためには環
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図12　立川駅北口周辺と「ファーレ立川」
資料：筆者作成
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状路線や新線など今回の研究で対象としていな
い路線を含めた上、乗り入れに関しても考慮す
る必要があるだろう。さらに、国勢調査による
通勤・通学の人口流動に関する分析も重要な作
業と考えられる。また首都圏の地理的縮小がな
ぜ起こってきたのか、その考察を欠いているの
も本研究の最大の課題である。これらの点が今
後の課題である。
参考文献
青木栄一　1964．都市化の過程における鉄道交通網の
形成と変質．交通文化，1（3）：15-25.
赤地祐一　1995．首都交通圏における鉄道駅乗車客増
減図．地図　33（3）：49－55.
国土庁大都市圏整備局編　1999．第 5次首都圏基本計
画．大蔵省印刷局．
国土庁編　1988．首都圏基本計画・首都圏整備計画．
大蔵省印刷局．
